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1 国レベルの計画 
（1）CALS/ECにおける国の取り組み 

CALS/EC はもともとアメリカ国防省における調達や文書の電子化による業務の効率化

の仕組みを示すものだったが、これが民間企業にも浸透し、事業や製品の計画・設計や

運用、保守等のライフサイクルの各段階で利用されるようになった。 

我が国においても、高度情報化社会における電子政府の実現のため、この CALS/EC

の概念を導入することで公共事業の執行の各段階や関係者間で、電子的に情報の交換・

共有・連帯を効率的に行おうとする計画が 1995年より始まっている。 

「ミレニアム・プロジェクト」を発表　（1999年10月）
「IT戦略本部」を内閣に設置　（2000年7月）
「e－Japan戦略」を発表　（2001年1月）
「e－Japan重点計画」を発表　（2001年3月）
「e－Japan戦略プログラム」を策定　（ 2001年6月）

政府の取り組み

「建設 CALS整備基本構想」を発表　（1996年4月）
「港湾 CALS整備基本計画」を策定　（1996年10月）
「空港施設 CALS グランドデザイン」を策定　（1997年3月）
「建設 CALS/EC アクションプログラム」を策定　（1997年6月）
「国土交通省 CALS/EC 推進本部」を設置　（2001年5月）

「 IT革命に対応した地方公共団体におけ
る情報化施策等の推進に関する指針」を

発表　（2000年8月）
「地域IT推進のための自治省アクション・
プラン」を発表　（2000年12月）

CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）　（2001年5月）

九州地方 CALS/EC 推進協議会の設置　（2001年10月）

CALS/EC 地方展開アクションプログラム（九州地方版）　（2002年6月）

政府、総務省、国土交通省の取り組みをうけて、各地方公共団体独自に電子自治体への取り組みが始まっている。

公共発注機関

国土交通省の取り組み総務省の取り組み

 

図 1 CALS/ECにおける国の取り組みの流れ 
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① 国土交通省（旧建設省）の取り組み 
旧建設省の公共事業支援統合情報システム（建設 CALS/EC）研究会（1995 年 5

月設置）では、旧建設省における直轄事業への CALS/EC導入を目的として 1996年

4月に「建設 CALS整備基本構想」、「建設 CALS/EC アクションプログラム」（1997年

6月）を策定した。 

2001年 1月の国土交通省発足に伴い、「国土交通省 CALS/EC推進本部」が設置

され、建設・港湾・空港施設の各CALSを一本化し、全ての直轄事業にCALS/ECを導

入するための取り組みが進められている。 

 
② 旧自治省の取り組み 
旧自治省においても 1994 年以降独自に地方公共団体の電子化に向けた取り組

みを行ってきている。近年では、「IT 革命に対応した地方公共団体における情報化

施策等の推進に関する指針」（2000年 8月）・「地域 IT推進のための自治省アクショ

ンプラン」（2000年 12月）を策定し、早急に取り組む必要なある事項等について具体

的な内容を示している。 
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（2）建設 CALS/EC整備基本構想（1996年 4月策定） 

構想では対象期間を 1996 年から 2010 年までとし、これを短期（1996～1998 年）・中

期（1999～2005年）・長期（2006～2010年）の 3つの期間に分けて、各整備期間毎に整

備目標と個別目標（具体的な手段・手順）を設定したうえで、目標達成に必要な具体的な

活動内容を示した。 

 

1）整備目標と個別目標 

各期間毎の整備目標と個別目標は、以下のとおりである。 

表 1 建設 CALS整備基本構想 

対象期間 短期（1996～1998年） 中期（1999～2005年） 長期（2006～2010年） 

整備目標 
実証フィールド実験の開始と 

電子データ交換の実現 

統合 DBの構築と電子化に 

対応した制度の確立 

21世紀の新しい公共事業 

執行システムの確立 

個別目標 

・ 実証フィールド実験の開始 
・ 技術基準類の電子化 
・ 電子調達ルールの確立 

・ 成果品の一部電子化 
・ プロジェクト DBの構築 
・ 技術標準の選定 

・ 調達の電子化 
・ 統合 DB環境の確立 
・ 新たな業務執行システム

の確立 

2）具体的な活動内容 

前項で示した、各期間の整備目標・個別目標を実現するための具体的な活動内容に

ついて以下に示す。 

表 2 建設 CALS整備基本構想 

対象期間 短期（1996～1998年） 中期（1999～2005年） 長期（2006～2010年） 

戦略立案 
・ 実証フィールド実験の実施

方針 
・ 電子調達ルールの検討 

・各種制度の見直し 
・情報インフラ整備方針策定 

・電子データ環境における新

たな事業執行システムの

確立 

基礎技術研究 

・ 国際基準の技術動向調査

・ 技術標準に関する研究 
・データ統合化技術に関する

研究 
・セキュリティ技術に関する研

究 

・技術動向を踏まえた新たな

技術標準の検討・導入 
研 
究 

適用技術研究 
・ 文書・図面に関する基準の

適用性検討 
・電子化評価基準の研究  

システム整備 
・ 実証フィールド実験 
・ 既存システムの連携・再構

築 

・電子マニュアルの整備 
・プロジェクト DBの構築 
・サービス調達のオンライン化 

・統合 DB環境の実現 

運用・教育支援 
・ 実験の支援と県販ソフトの

検証 
・既存資料の電子化支援等 ・中小企業への助成措置等

活 
動 
内 
容 

周知・普及活動 
・ 各種 PR活動の実施と他産
業との交流 

・継続的な PR活動の実施 ・継続的な PR活動の実施 

発注者側 
建設省、関係公団 建設省、関係公団、一部の地

方公共団体 
ほとんどの公共発注機関 

普及 
予想 
範囲 受注者側 

実験参加企業（建設コンサル

タント、建設会社等） 
一部の建設コンサルタント、建

設会社等 
ほとんどの建設コンサルタン

ト、建設会社及び建設関連

業等 
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（3）建設 CALS/ECアクションプログラム（1997年 6月策定） 

建設 CALS/ECアクションプログラムでは、建設省直轄事業を対象として、2004年（平成

16 年）までを整備対象年次とし、整備年次をフェーズ 1～3 の 3 つに分割して、それぞれ

のフェーズで具体的な整備目標や実現内容について示されている。 

表 3 建設 CALS/ECアクションプログラム（概要） 

フェーズ フェーズ 1 フェーズ 2 フェーズ 3 
期 間 1996～1998年 

（平成 8～10年度） 
1999～2001年 
（平成 11～13年度） 

2002～2004年 
（平成 14～16年度） 

達成目標 

建設省全機関において電子デー

タの受発信体制の構築 
一定規模の工事等に電子調達シス

テムを導入 
建設省直轄事業の調査・計画、設

計、施工、管理に至る全てのプロセ

スにおいて電子データの交換、共

有、連携を実現 

実現内容 

z 事業に関連する情報の伝達・

交換を電子メール化 
z 電子媒体又は電子メールによ

る申請・届出 
z 調達関連情報ホームページ掲

載 
z 調達情報に関するクリアリン

グハウスの構築 

z 電子調達システムの導入 
z 事業に関する情報の伝達・交換

の電子メール化（認証あり） 
z 電子媒体又は電子メールによる

申請・届出（認証あり） 
z 資格審査申請のオンライン化 
z ネットワーク型自動積算システ

ムの導入 
z 電子データ成果の再利用・加

工・統合によるデータの有効活

用 

z 全ての事業に電子調達を活用 
z EDIによる契約事務の執行 
z 全ての公共事業執行に係る申

請・届出のオンライン化 
z 事業に関する情報の統合データ

ベース化 
z GIS を利用した情報の連携・統
合 

z STEP の活用による施設のライフ
サイクルサポート 

4 



（4）CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）（2001年 4月策定） 

国土交通省が策定した「CALS/EC地方展開アクションプログラム（全国版）」は、2010年

までに全国の地方公共団体において CALS/EC を混乱なく導入できるようにするため、目

標年次とそれを可能にするための国土交通省及び公益法人による技術支援等について

具体的な行動計画を明示したものである。 

 

1）計画の基本方針 

全国版では整備項目を明示しているわけではないが、熊本県CALS/EC整備基本構想

策定にあたっては、以下の２点を考慮すべきである。 
① 目標年次 
全国版においては、以下表に示すように、各行政主体毎に CALS/EC の実施目標

年次の目安が明示されている。 

表 4 目標年次 

 一部本運用 完了 

都道府県・政令地方都市 2003年度 2007年度 

主要地方都市（中核市） 2004年度 2008年度 

市町村 2004年度 2010年度 
② CALS/EC導入支援 

表 5 導入支援 

 国土交通省による支援 

情報提供 「地方版 CALS/EC推進協議会」の設置 

支出の縮減 技術開発成果の無償・低価格の公表 

（電子調達システム、電子納品保管管理システム、CAD デー

タ交換標準仕様に関するソフト） 

標準化の明示 標準化に関するマニュアルの策定、公開 

計画策定のための支援 実証フィールド実験への支援 
 

 公益法人による支援 

資金の支援 電子入札コアシステム開発コンソーシアムの設立 

教育・研修の実施 CALS/ECインストラクター育成事業 

技術的支援 都道府県建設技術センター等への技術支援 

普及活動の実施 教育・普及活動 

計画策定のための支援 地方公共団体の整備基本構想等の策定支援 
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（5）CALS/EC地方展開アクションプログラム（九州地方版）（2001年 10月策定） 

CALS/EC 地方展開アクションプログラム（九州地方版）は、CALS/EC 地方展開アクションプロ

グラム（全国版）を基に、九州地方の公共発注機関において関係機関と協調して速やかに

CALS/EC を整備できるようにするため、目安となる年次計画とそれを可能にするための技術支

援等について具体的な行動計画を明示するものである。 

 

1）計画の基本方針 
① 九州地区の目標年次 
九州地方の現状を考慮し、九州地方における CALS/EC整備目標年次を以下に示す。 

表 6 CALS/EC地方展開アクションプログラム（九州地方版）目標年次 

 県 主要地方都市 市町村 

一部本運用開始 2004年度 2005年度 2005年度 

導入完了 2007年度 2008年度 2010年度 

② 九州地方整備局の取組 
九州地方整備局では国土交通省の CALS/EC の取り組みを受けて、2004 年度の

CALS/ECの導入に向けて取り組みを行っている。 

表 7 建設 CALS/ECアクションプログラム（概要） 

フェーズ フェーズ 1 フェーズ 2 フェーズ 3 

期 間 1996～1998年 
（平成 8～10年度） 

1999～2001年 
（平成 11～13年度） 

2002～2004年 
（平成 14～16年度） 

達成目標 

建設省（現国土交通省）全機関におい

て電子データの受発信体制の構築 
一定規模の工事等に電子調達シス

テムを導入 
国土交通省直轄事業の調査・計

画、設計、施工、管理に至る全ての

プロセスにおいて電子データの交

換、共有、連携を実現 

実現内容 

z 事業に関連する情報の伝達・交換

を電子メール化 
z 電子媒体又は電子メールによる申

請・届出 
z 調達関連情報ホームページ掲載 
z 調達情報に関するクリアリングハ

ウスの構築 

z 電子調達システムの導入 
z 事業に関する情報の伝達・交換

の電子メール化（認証あり） 
z 電子媒体又は電子メールによる

申請・届出（認証あり） 
z 電子納品保管管理システムの導

入 

z 全ての事業に電子調達を活用 
z EDIによる契約事務の執行 
z 全ての公共事業執行に係る申

請・届出のオンライン化 
z 事業に関する情報の統合データ

ベース化 
z GIS を利用した情報の連携・統
合 

z STEP の活用による施設のライフ
サイクルサポート 
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2）九州地区 CALS/EC導入のための支援 
① 国土交通省九州地方整備局による支援内容 
九州地方における発注機関が CALS/EC を効率的に推進できるようにするため、九州地

方整備局では以下のことを支援する。 

表 8 国土交通省九州地方整備局による支援内容 

項目 細目 

1.普及活動 ・CALS/EC講習会の支援 

2.情報提供 ・ 九州地方 CALS/EC推進協議会の設置 

・ CALS/EC相談窓口の設置 

・ 他省庁の支援紹介 

3.支出の削減 ・ 技術開発成果の無償、低価格での公表 

・ 国土交通省版「電子調達システム」の無償公開 

・ 電子納品保管管理システムの公開 

・ CADデータ交換標準仕様に関するソフトの無償公開 

4.資金支援 ・実証フィールド実験への支援 

5.標準化の明示 ・標準化に関するマニュアルの策定、公開 

② 県による支援内容 
今後、公共発注機関が CALS/EC を導入する際に、先導的役割を担うことが望まれる県

では、県下市町村、業界団体へ以下のような支援策等の実施を図っていく。 

表 9 県による支援内容 

項目 細目 
1.普及活動 ・ 講習会の開催 
2.情報提供 ・ 県単位の推進協議会の設置 

・ CALS/EC相談窓口の設置 
ホームページ等に CALS/EC に対する質問の相談窓口を設けるとともに
市町村、地元業界への情報提供（国や他県の支援策等の情報）を行う。 

3.支出の削減 ・ 共同利用による支援の検討 

③ 公益法人等による支援内容 
公共発注機関が CALS/EC を目標どおり導入できるように、JACIC、SCOPE をはじめとす

る公益法人が県市町村、建設業界等と連携・情報交換を図りながら、情報提供をはじめと

した各種支援活動を行う。 

表 10 公益法人等による支援内容による支援内容 

項目 細目 

1.普及活動 ・ CALS/EC資格制度 

・ 普及活動 

2.情報提供 ・ 建設技術センター等への技術支援 

3.支出の削減 ・ 「電子入札コアシステム開発コンソーシアム」による支援 

4.計画策定等のための支援 ・ 公共発注機関の整備基本構想等の策定支援 
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（6）e-Japan2002プログラム（2001年 6月策定） 

1）基本的方針 

IT戦略本部において、平成 13年 1月に「我が国が 5年以内に世界最先端の IT国家になる」と

いう目標を掲げた「e-Japan 戦略」を決定し、同年 3 月には、具体的な行動計画を定めた「e-Japan

重点計画」を策定した。 

「e-Japan戦略」及び「e-Japan重点計画」を各府省の平成 14年度の施策に反映する年次プ

ログラムとして、「e-Japan2002 プログラム」（平成 14 年度 IT 重点施策に関する基本方針）を

策定し、この基本方針に基づき施策を推進し、政府を挙げて、重点的かつ戦略的に IT 施策を

一層積極的に実施していくこととしている。 

 

2）平成 14年度における IT施策 

平成 14年度における IT施策については、以下の 5本の柱を基本的な方針として、重点化を図

ることとし、分野別施策のとおり実施する。 

表 11 平成 14年度における IT施策 

方針 施策 

①高速・超高速インターネッ

トの普及の推進 

・ 高速・超高速インターネットの普及推進（総務省、農林水産省、国土交通省） 
・ 研究開発の推進（総務省、経済産業省） 

②教育の情報化・人材育成

の強化 

・ 学校教育の情報化等（文部科学省、総務省、経済産業省） 
・ IT学習機会の提供（総務省、文部科学省、農林水産省、厚生労働省） 
・ 専門的な知識または技術を有する創造的な人材の育成（関係府省） 

③ネットワークコンテンツの

充実 

・ 規制の見直し（法務省及び関係府省）  
・ 知的財産権の適正な保護及び利用（文部科学省、経済産業省）  
・ コンテンツ流通の促進（総務省、経済産業省）  
・ 消費者保護の推進（内閣府、経済産業省、公正取引委員会及び関係府省）  
・ 電子署名・認証制度の円滑な実施（総務省、法務省、経済産業省）  
・ ADRの拡充・活性化（法務省及び関係府省）  
・ 中小企業を対象とした IT共通基盤整備（経済産業省、農林水産省）  
・ 国際的なルールの調和（総務省、法務省、経済産業省、内閣府及び関係府省） 

④電子政府・電子自治体の

着実な推進 

・ 行政情報の電子的提供（総務省及び全府省）  
・ 申請・届出等手続の電子化（総務省、財務省及び全府省）  
・ 公的個人認証基盤の構築（総務省）  
・ 政府調達の電子化 （総務省及び全府省） 
・ ペーパーレス化（電子化）（総務省及び全府省）  
・ 地方公共団体への取組支援（総務省及び関係府省）  
・ 地方公共団体による広域的なシステム整備（総務省）  
・ 地方選挙における電子投票（総務省）  
・ システム開発に係る評価指標の策定・普及（経済産業省及び関係府省）  
・ 公共分野における情報化の推進（関係府省）  
・ 効率的な施策の推進（全府省） 

⑤国際的な取り組みの強化 ・ 信頼性の高い「電子政府」の構築 （内閣官房、総務省）  
・ サイバーテロ対策の強化（関係府省）  
・ 情報セキュリティの意識の向上 （総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省） 
・ 民間部門における情報セキュリティ対策への支援（警察庁、総務省、経済産業省）   
・ 情報セキュリティに係る基盤技術の開発（関係府省） 
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（7）e-Japan重点計画 2002（2002年 6月策定） 

「e-japan2002 プログラム」の促進及び「e-Japan 加速・前倒し」を受け、「2005 年に世界最先

端の IT 国家となる」e-Japan の目標実現に向け、318 の具体的施策による平成 14 年 6 月

「e-japan2002重点計画」を策定した。 

構想では対象期間を 1996 年から 2010 年までとし、これを短期（1996～1998 年）・中期

（1999～2005年）・長期（2006～2010年）の 3つの期間に分けて、各整備期間毎に整備目標と

個別目標（具体的な手段・手順）を設定したうえで、目標達成に必要な具体的な活動内容を示し

た。 

 

1）重点計画の構成と横断的な課題 

重点計画は重点政策5分野と横断的課題により構成され、重点政策に関する横断的な課題

について下表に示す。 

表 12 重点計画目標 

重点政策 目標 横断的な課題 

①世界最高水

準の高度情

報通信ネット

ワークの形

成 

1．インターネット利用環境の整備 
◇2005 年までに全ての国民が常時接続
可能な環境の整備 
・高速 少なくとも 3、000万世帯 
・超高速  同  1、000万世帯 

 2．低廉な料金 
②教育・学習の

振興と人材

の育成 

1．学校教育の情報化 
◇全ての子供たちの IT活用能力の向上 

 2．国民の IT活用能力の向上 
◇IT学習機会の提供 

 3．高度な IT人材の確保 
◇専門的人材の育成 

③電子商取引

等の促進 
1．2001年の電子商取引市場規模 
◇ＢtoＢ       70兆円 
◇ＢtoＣ        3兆円 

 2．電子商取引に係る制度整備 
◇自由で多様な経済活動の促進 

1．行政分野の情報化 
◇2003 年度までに電子情報を紙情報と同
等に扱う行政を実現 

④行政の情報

化及び公共

分野におけ

る情報通信

技術の活用

の推進 

2．公共分野の情報化 
◇国民が IT の恩恵を享受できる社会を実
現 

⑤高度情報通

信ネットワー

クの安全性と

信頼性の確

保 

1．国民生活や社会経済活動へ大きな影響
を及ぼす提供機能停止ゼロ 
◇ネットワークの安全性・信頼性の確保と

プライバシーの保護 

ⅰ）研究開発の推進 
・ 高速・高信頼情報通信システム技術 
・ 次世代情報通信技術 
・ バリアフリー対策を含むデジタル・ディ

バイド是正のための研究開発等 
ⅱ）国際的な強調・貢献の推進 
・ アジア地域内の次世代高速インター

ネット網の整備 
・ アジアの IT人材の育成 
ⅲ）デジタル・ディバイドの是正 
・ 過疎地等における条件不利地域の市

町村の公共施設へのインターネット導入

促進 
・ 障害者、高齢者、子どもへの配慮 
（ホームページのバリアフリー化、点字

情報ネットワークの充実等） 
ⅳ）新たな課題への対応 
・ ITに関する職業能力開発 
・ 雇用機会創出と円滑な労働移動の促

進 
ⅴ）国民の理解を深めるための措置 
・ 重点的な政府広報 
・ 学校における IT環境の整備、IT教育
の充実 
・ 「e！プロジェクト」の推進（2002 年度
から） 
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（8）電子政府・電子自治体推進プログラム（2001年 10月策定） 

「電子政府・電子自治体推進プログラム」は、総務省が、2001 年 10 月 16 日付けで公表した

文書である。 

 

1）電子政府・電子自治体推進の目標 

国民等の利便性の向上、行政運営の簡素化、効率化及び透明性の向上に資する観点か

ら、行政情報の電子的提供、申請・届出等手続のオンライン化、行政事務のペーパーレス化

（電子化）及び情報通信ネットワークを通じた情報共有・活用に向けた業務改革を重点的に

推進する。以上を通じ、平成 15年度（2003年度）までに、電子情報を紙情報と同等に扱う行

政（電子政府）を実現するとともに、地方公共団体における電子化の取り組みを支援する。 

2）推進スケジュール 

（第 1ステップ） 国・地方を通じる基盤整備の推進 

1．速やかに、庁内 LAN、一人一台のパソコンを整備 

2．市町村は平成 15年までに総合行政ネットワーク（LGWAN）を整備 

3．市町村は平成 14年 8月までに住民基本台帳ネットワークを稼動し、平成 15年 8月から住民

基本台帳カードを交付 

（第 2ステップ） インターネット上での本人確認の仕組みづくり 

1． 市町村は平成 15年までに行政機関側の認証（組織認証基盤）を整備 

2． 市町村は平成 15年中に住民側の認証（公的個人認証サービス）を運用開始 

（第 3ステップ） 地方公共団体の電子窓口サービスの推進 

市町村は平成 15年から順次、電子申請システムを整備 

3）推進の指針 

推進スケジュールに的確に対応するため、市町村の情報化計画は、以下の指針に基づ

いて推進していくこと必要である。 

【電子政府・電子自治体推進プログラムの推進指針】 

① 行政手続のオンライン化→電子申請システム、電子調達システム 

②  行政サービスの高度化→健康管理支援システム、公共施設予約管理システム 

③ 地域の社会・経済の活性化→電子調達システム、商店街活性化支援 

④  行政の簡素・効率化→総合文書管理システム、電子決裁システム、統合型地理情報シ

ステム 

⑤ 行政の透明化→電子入札、電子投票、情報公開システム、電子市民会議 

⑥ 情報化を支える人的基盤整備→地域社会（市町村職員・民間企業）における専門家養

成、地域住民をサポートする IT リーダーの育成 

⑦ 情報化コストの捻出対策→国の財政的支援事業 

⑧ 情報の安全性確保対策→情報セキュリティポリシー策定、個人情報保護対策、電子

認証基盤整備、不正アクセス対策 
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（9）IT 革命に対応した地方公共団体における情報化施策等の推進に関する指針（2000 年 8 月策

定） 

自治省（現総務省）は、地方公共団体が IT革命に対応し、情報化施策を総合的に推進してい

くための新たな指針「IT 革命に対応した地方公共団体における情報化施策等の推進に関する

指針」を 2000年（平成 12年）8月に発表した。 

この指針では、2003 年度までに電子政府の基盤を構築するという国の方針を踏まえ、地方

公共団体として早急に取り組む必要のある事項等について具体的に示すとともに、その取り組

みを支援するための国の施策等も記述している。 

1）基本的な考え方 

国における電子政府の実現に向けた取り組みを踏まえ、地方公共団体が IT革命に的確に

対応していくため 
① 地方公共団体の電子化（電子自治体）の実現を図ること 
② 地域の社会・経済活動の活性化に資するための情報基盤整備に取り組むこと 
を基本とし、以下の事項に十分配慮することが重要である。 

� 高度、多様化する住民ニーズに対応した質の高い行政サービスの提供 

� 情報通信基盤の整備による社会・経済活動の活性化 

� 事務処理全般の見直しによる行政の簡素・効率化及び透明化 

2）施策の概要 

本指針において、地方公共団体で取り組むべき施策を下表に示す。 

表 13 地方公共団体で取り組むべき施策 

 細 目 

1.行政におけるネットワーク化の

推進 

(1)庁内 LAN、一人一台パソコンの整備 
(2)総合行政ネットワークの構築 

2.申請届出等手続のオンライン

化の推進 

(1)地方公共団体における組織認証基盤の構築 
(2)地方公共団体における個人認証基盤の構築 
(3)事務手続のオンライン化に伴う法令等及び事務作業の見直し 

3.住民基本台帳ネットワークシステムの整備促進 

4.消防防災分野における情報通信の高度化 

5.統合型の地理情報システムの整備 

6.デジタル・ミュージアム構想の推進 

7.歳入・歳出手続、税申告手続等の電子化の検討 

8.電子機器利用による選挙システムの検討 

9.情報化施策を推進するための

体制の整備等 

(1)全庁的な推進体制の確立 
(2)人材の育成 
(3)全国的な支援体制、財政上の支援措置等 
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（10）公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針（2000年 9月策定）  

1）概要・目的 

「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」は、政府の「公共工事コスト縮減対策に

関する新行動方針」を踏まえ各省庁ごとに策定する行動計画の一つとして、建設省（国土交

通省）が策定したものである。新行動指針は、政府行動方針の内容を包含し、より具体化す

る形で形成している。 

 

2）目標期間 

平成 2000年度から平成 2008年度末とする。 

 

3）具体的施策（具体事例） 
① 積算の合理化 

� 積算に使用する数量データや画面等の電子化推進 
② 諸手続の電子化等 

� 調査・計画、設計積算、施工、維持管理に関する工事関係文書等の標準化・電

子化 

� 電子入札システムの導入 

� 地方公共団体に対する国と同様の取り組みへの支援 
③ 建設副産物対策 

� 情報交換システムの充実、活用 
④ 施設の省資源・省エネルギー化 

� 河川、道路等機械設備の遠隔操作化、集中管理化、運転手法の改善 
⑤ 工事情報の電子化 

� 工事情報の電子化や電子交換の実施 

� 工事入札手続の電子化の実施 

� 地方公共団体への技術的支援 
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2 県レベルの計画 
（1）熊本県総合計画「パートナーシップ 21 くまもと」（2000年 4月策定） 

1）計画の位置付け 

熊本県総合計画の計画策定の主旨は、本計画を時代の変化に対応し 21世紀の県勢

発展の礎するための計画として位置付けたものである。また、本計画の性格と役割は、

県民共通の指針であり、県の重点施策を掲げた県政運営の基本となるものである。 

2）目標 

本計画の基本姿勢及び目標は以下のとおりである。 
① 基本姿勢→「21世紀への責任と挑戦」 

② 基本目標→「創造にあふれ、“生命
い の ち

が脈うつ”くまもと」 
①新世紀を拓く産業が息づくくまもと 

②新世紀を支える基盤が充実するくまもと 

③新世紀に生きる「ひと」が輝くくまもと 

④次の世代へ継承する豊かな環境をはぐくむくまもと 

⑤新世代をともに築く「協働社会」くまもと 

③計画の期間：平成 12年から平成 22年までの 11年間である。 

3）基本施策 

表 14 基本施策 
①県の施策

の基本的な

方針 

・「県民が主役」の県政 
・「対話のある」県政 
・「地域が主体」の県政 
・「パートナーシップを大切にした」県政 
・「成果重視」の県政 

②基本計画 ・新世紀を拓く産業が息づくくまもと 
時代のニーズに対応した新しい産業の創出、時代を先取りした農林水産業や商工業、新たな交流産

業の展開など、新世紀を拓く力強い産業づくりをめざします． 
・新世紀を支える基盤が充実するくまもと 
交通基盤や農山漁村と都市の生活基盤、高度情報化に対応した情報通信基盤や科学技術振興の

基盤など、未来に向けて、生活者の視点で暮らしの向上と産業発展のための基盤づくりをめざします． 
・新世紀に生きる「ひと」が輝くくまもと 
県民一人一人の人権が守られ、誰もが個人として尊重され、健康で安全・安心な生活が送れ、学校

教育をはじめとした生活生涯や文化・スポーツに親しむなど、個性や能力を生かして、自分らしい生き

方が実現できる社会をめざします． 
・次の世代へ継承する豊かな環境をはぐくむくまもと： 
県民共有の財産である地下水の保全など、より豊かな環境を保全・創造し、次世代に引き継ぐため、

人と環境が共生した持続可能な循環型社会「環境立県くまもと」の形成をめざします． 
・新世紀をともに築く「協働社会」くまもと： 
女性の社会参画が進み、県民誰もがボランティア活動などの社会参加活動に積極的に参加し、地

域間、国際間の交流・連携が活発に行われるなど、パートナーシップのもと、互いに支えあい、励まし

合う「協働社会」の実現をめざします． 
① 21世紀 
への挑戦 
プロジェクト 

・経済力向上プロジェクト 
・交流活発プロジェクト 
・郷土の安全と環境を守るプロジェクト 
・共生の社会づくりプロジェクト 
・人のちから興しプロジェクト 
・協働による活力創造プロジェクト 
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（2）熊本県総合情報通信高度化プラン（くまもとチャレンジ ITプラン）（2000年 4月策定） 

 

1）本計画の位置付け 

熊本県の情報化の取り組みを発展させつつ、高度情報化が本県地域社会に及ぼす

長期的な展望に基づいて、県内における情報通信の高度化に関する包括的な指針であ

るとともに、県が推進すべき高度情報化施策の展開を図るうえでの基本となるものであ

る。 

2）目標 

21 世紀における県民生活や県内経済の発展基礎となる情報通信基盤の形成を図

るとともに、情報通信技術の成果の普遍的な利活用を通じ、「高度情報通信社会」の早

期実現を目指す。 

3）推進期間 

平成 12年度（2000年度）から平成 16年度（2004年度）までの 5か年を当面の計画

期間とする。 

4）プランの対象 

高度情報通信社会の実現に向けて、県の事務・事業において実施すべき高度情報

化施策や市町村や民間団体・企業等と連携協力して推進すべき取り組みとする。 

5）基本計画 

熊本県は目標を達成していくための施策の方針や具体的な取り組みを「基本計画」と

して取りまとめた。 

基本計画における施策方針や具体的な取り組みを樹立していくにあたっては、次の

ような視点に立って進めることとする。 

z 視点 1（県内の均衡ある情報通信基盤整備の推進） 

いつでも誰でも，県内どこからでも多様な情報通信サービスが享受可能となるため

の高速通信網が県内くまなく整備されていくために 

z 視点 2（アプリケーション（情報通信の利用活用形態）の開発・普及） 

県民生活の質と利便性を向上させるとともに，県内の産業・企業活動の活性化

を促すなど，より豊かで活力ある地域社会を築くための多彩な手段を提供してい

くために 

z 視点 3（情報通信活用能力の向上） 

情報通信の恩恵を全ての県民が享受するために必要な，情報活用能力を向上

させるために 
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6）施策体系 

本プランの施策体系は以下のようになっている。 

・県民と行政の接点部分
　の情報化の推進
・県民の生活の質と利便
　の向上

・基盤整備における地域
　間格差の解消
・需要創出の仕組みづくり

本 県 の

５ つ の 課 題
取組の視点

施策の

基本的方向
施策方針

(1)　県民生活の

　 豊かさの追求

(1)　県域高速通

   信網の整備①県内の均衡ある

　 情報通信基盤の

   整備

②アプリケーション

　 の開発・普及

・すべての県民に開かれ
　た情報通信活用能力向
　上機会

③情報通信活用能

　 力の向上

(2)　県土の均衡

　ある発掘

(3)　自律型地域

　経済の形成

(4)　協動社会の

　実現

(5)　効率的で利

　用しやすい行政

(2)　ワンストップ

  行政サービス

  の推進

(3)　公共分野の

   高度情報化の

   推進

(4)　産業分野の

　 高度情報化の

   推進

(5)　情報通信活

   用能力の向上

(6)　全県的な高

   度情報化推進

   体制の整備

1 公共分野の総合的な情報通信ネットワークの整備

2 加入者系通信基盤の高度化

3 超高速実験通信網の確保

4 次世代の情報通信・放送基盤への対応

5  電子行政情報等へのアクセス機会の整備・拡充

1 インターネットを活用した行政情報の総括的提供の推進

2 行政手続(届出,申請等)のオンライン化に向けた取組の推進

3 調達・入札等の電子化の推進

4 インターネットを活用した県民の行政参加の推進

5  防災分野における高度情報化の推進

1 教育・文化分野における高度情報化の推進

2 保健・医療・福祉分野における高度情報化の推進

3 環境分野における高度情報化の推進

4 社会参加活動に関する高度情報化の推進

6  ＩＴＳ（高度道路交通システム）への取組

5  新しい就労形態の普及と促進及び労働相談・情報提供機能の拡充

1 農林水産業分野における高度情報化の推進

2 商工業・観光産業分野における高度情報化の推進

3 高度情報化に対応した物流効率化の促進

4 情報通信分野における新事業の創出促進

1 行政職員の情報通信活用能力の向上

2 県民に対する情報通信活用機能の向上支援

3 学校教育における情報通信活用の高度化

4 企業における高度情報化に対応した人材育成の支援

1 県における高度情報化推進体制の整備

2 県・市町村における高度情報化推進体制の整備

3 全県的な高度情報化推進組織の整備

4 全県的な高度情報化推進機構の整備
 

図 2 熊本県総合情報通信高度化プランの施策体系 
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（3）熊本県情報化推進計画（2001年 4月策定） 

1）本計画の位置付け 

行政情報化の理念は、行政のあらゆる分野にＩＴ（情報通信技術）を活用し、県の様々

な業務の簡素・効率化と県民サービスの向上を図り、県民との双方向・対話型の県政を

実現するなど行政システムの革新をめざすものである。 

下記の理念をもとに、「行政内部事務の効率化」と「県民サービスの向上」の２つの視

点から、本県の行政情報化の目的を次のとおりとする。 

【理念】 行政システムの革新 

【目的】 1.仕事の進め方の改革 

2.透明性の高い行政運営 

3.ワンストップサービスの推進 

 

2）目標 

①基本目標：「電子県庁」の構築 

平成 15 年度までに「電子県庁」の基盤を構築し、平成 16 年度に県民向けサービ

スの一部運用を開始する。 

②計画の期間 

平成 13年度から平成 16年度までの 4年間とする。 

③計画の対象 

県警察本部を除くすべての県の行政機関を対象とする。 

 

3）基本計画の方向性 

①仕事の進め方の改革 

・ 行政事務の効率化 

・ 政策形成の支援 

・ 組織や事務処理システムの見直し 

②透明性の高い行政運営 ～情報公開・県民参画の推進～ 

・ 情報公開による開かれた県政の実現 

・ インターネット・メールを利用し、県民の意見を広く聴く機会を充実 

・ 「行政評価システム」の推進 

・ 「県政に係る意見提出手続（県政パブリック・コメント手続）」の推進 

③ワンストップサービスの推進 ～行政手続に係る県民サービスの向上～ 

・ 申請・届出等行政手続をインターネットを通じて行えるシステムの構築 

国・市町村と連携し、ホームページを活用した一元的な行政サービスの提供 
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4）計画の体系 

 

熊本県行政情報化推進計画体系図

　　　

　　　理念「行政システムの革新」
　　　目的
　　　　１　仕事の進め方の改革
　　　　２　透明性の高い行政運用
　　　　３　ワンストップサービスの推進

　　目標『電子県庁の構築』
　　　１　内部事務の電子化
　　　２　国・市町村とのネットワーク化
　　　３　県民とのネットワーク化

１　情報システムの整備

３　国との連携及び市町村の電子
　　自治体化の推進・支援

２　情報通信基盤の整備

４　職員の意識改革の推進及び情報
　　利活用能力の向上

　　　　　<運用管理・推進支援体制>
　　１　運用管理方策
　　　　総合的なセキュリティ対策　等
　　２　情報化推進体制
　　　　全庁的推進組織　等

　　　　　　　 <計画の進行管理>
　　１　実施計画の策定
　　２　成果指標による進行管理

 

図 3 計画の体系 
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（4）電子県庁システム化実施計画（2002年 3月策定） 

1）本計画の位置付け 

熊本県では、平成 13 年 3 月に策定した「熊本県行政情報化推進計画」に基づき、①

仕事との進め方の改革、②透明性の高い行政運営、③ワンストップサービスの推進を目

的に「電子県庁」の構築を進めており、そのために様々な情報システムの導入を行うこと

としている。 

2）目標 

本計画の目標は、電子県庁の構築である。 
① 計画の期間 
平成 13年度から平成 16年度までの 4年間とする。 

3）基本計画 

電子県庁を構築するシステムの開発の基本方針は以下のようになる。 

（A）電子決済、文書保存、職員認証、庁内検索を庁内情報システムのプラットホーム

として位置付ける。 

（B）市販ハードウェア、パッケージソフトの活用 

（C）Web技術によるシステム構築 

（D）電子行政サービスへの配慮としてシステムの高い信頼性、セキュリティの確保 

（E）システム間のデータ連携 

具体的な施策は以下のとおりである。 

（a）システム化（電子化）による事務の改善 

（b）各情報システムの役割の明確化 

（c）共通する機能の明確化 

（d）各情報システムの使用の共通化 

（e）既存情報システムの方向性の明確化 

（f）運用管理方策の検討 

4）システムの全体構成 

県
民
サ
ー
ビ
ス
基
盤

庁
内
情
報
シ
ス
テ
ム

電子申請・届出等システム
（汎用受付等システム）

電子調達システム
行政情報の提供その他県民サービスに

係るコンテンツ

基幹系システム

人事システム

給与システム

財務
オンラインシステム

他システム

県税
オンラインシステム

福祉
オンラインシステム

他システム

勤務管理
システム

旅行管理
システム

既
存
情
報
シ
ス
テ
ム

住民系システム 庶務事務 非定型的な事務

グループウェア

データベース
システム

統合型
GIS

職
員
ポ
ー
タ
ル

受領・配布 文書処理 施行 情報公開

文書管理システム

電
子
県
庁
基
盤

電子決裁基盤

電子文書交換
システム文書保存基盤

職員認証基盤 庁内検索基盤

歳出・歳入手続
の電子化

インターネット

個人・法人認証基盤 組織認証基盤 外
部
基
盤

県庁ポータル（県のホームページ）

総合行政ネットワーク（LGWAN）決済系ネットワーク 住民基本台帳ネットワーク

サービス窓口 システム ネットワーク
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5）計画の体系 

 

目　的

第１　目的

共通課題の抽出

・現行事務フロー分析
・現行事務の課題と電子化による対策・効果の検討
・電子化による事務フロー検討

第２　業務調査・分析

・システム化の基本方針
・情報システムの全体構成
・各システムの機能連携
・システム化による新たな検討課題
・既存ホストコンピュータシステムの検討
・県庁ホームページの検討
・統合型ＧＩＳの検討
・情報通信基盤の検討
・セキュリティ基盤の検討

第３　電子県庁システム化の枠組み

・システム形態
・システム構成
・サーバ構成
・サーバ基本ソフトウェア
・データ形式
・ネットワークプロトコル
・共通基盤と情報システムの連携

第４　共通仕様

・運用管理の体制
・運用管理上の対策

第５　運用管理

第６　スケジュール

導入スケジュール

・文書事務
・会計事務
・庶務事務
・申請・届出等行政手続
　に係る事務

各担当課からの
聞き取り調査等

　情報システム調査
　　　・機器
　　　・機能
　　　・価格　　　等

 

図 4 計画の体系 
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